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規 則 

 

三 重 県 介 護 支 援 専 門 員 実 務 研 修 受 講 試 験 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

                        三  重  県  知 事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 十 七 号  

三 重 県 介 護 支 援 専 門 員 実 務 研 修 受 講 試 験 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 介 護 支 援 専 門 員 実 務 研 修 受 講 試 験 規 則 （ 平 成 十 年 三 重 県 規 則 第 五 十 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

 （ 受 験 資 格 ）  

第 三 条  試 験 は 、 第 一 号 及 び 第 二 号 の 期 間 （ 受 験 願 書 提

出 の 日 か ら 試 験 日 前 日 ま で の 期 間 を 含 む 。 ） が 通 算 し

て 五 年 以 上 で あ り 、 か つ 、 当 該 業 務 に 従 事 し た 日 数 が

九 百 日 以 上 で あ る 者 （ 以 下 「 受 験 資 格 者 」 と い う 。 ）

で な け れ ば 受 け る こ と が で き な い 。  

 （ 受 験 資 格 ）  

第 三 条  試 験 は 、 第 一 号 及 び 第 二 号 の 期 間 （ 受 験 願 書 提

出 の 日 か ら 試 験 日 前 日 ま で の 期 間 を 含 む 。 ） が 通 算 し

て 五 年 以 上 で あ り 、 か つ 、 当 該 業 務 に 従 事 し た 日 数 が

九 百 日 以 上 で あ る 者 （ 以 下 「 受 験 資 格 者 」 と い う 。 ）

で な け れ ば 受 け る こ と が で き な い 。  

 一  医 師 、 歯 科 医 師 、 薬 剤 師 、 保 健 師 、 助 産 師 、 看 護

師 、 准 看 護 師 、 理 学 療 法 士 、 作 業 療 法 士 、 社 会 福 祉

士 、 介 護 福 祉 士 、 視 能 訓 練 士 、 義 肢 装 具 士 、 歯 科 衛

生 士 、 言 語 聴 覚 士 、 あ ん 摩 マ ッ サ ー ジ 指 圧 師 、 は り

師 、 き ゅ う 師 、 柔 道 整 復 師 、 栄 養 士 、 管 理 栄 養 士 又

は 精 神 保 健 福 祉 士 が 、 そ の 資 格 に 基 づ き 当 該 資 格 に

係 る 業 務 に 従 事 し た 期 間  

 一  医 師 、 歯 科 医 師 、 薬 剤 師 、 保 健 師 、 助 産 師 、 看 護

師 、 准 看 護 師 、 理 学 療 法 士 、 作 業 療 法 士 、 社 会 福 祉

士 、 介 護 福 祉 士 、 視 能 訓 練 士 、 義 肢 装 具 士 、 歯 科 衛

生 士 、 言 語 聴 覚 士 、 あ ん 摩 マ ッ サ ー ジ 指 圧 師 、 は り

師 、 き ゅ う 師 、 柔 道 整 復 師 、 栄 養 士 又 は 精 神 保 健 福

祉 士 が 、 そ の 資 格 に 基 づ き 当 該 資 格 に 係 る 業 務 に 従

事 し た 期 間  

 二  イ 又 は ロ に 掲 げ る 者 が 、 身 体 上 若 し く は 精 神 上 の

障 害 が あ る こ と 又 は 環 境 上 の 理 由 に よ り 日 常 生 活 を

営 む の に 支 障 が あ る 者 の 日 常 生 活 の 自 立 に 関 す る 相

談 に 応 じ 、 助 言 、 指 導 そ の 他 の 援 助 を 行 う 業 務 そ の

他 こ れ に 準 ず る 業 務 に 従 事 し た 期 間  

 二  イ 又 は ロ に 掲 げ る 者 が 、 身 体 上 若 し く は 精 神 上 の

障 害 が あ る こ と 又 は 環 境 上 の 理 由 に よ り 日 常 生 活 を

営 む の に 支 障 が あ る 者 の 日 常 生 活 の 自 立 に 関 す る 相

談 に 応 じ 、 助 言 、 指 導 そ の 他 の 援 助 を 行 う 業 務 そ の

他 こ れ に 準 ず る 業 務 に 従 事 し た 期 間  

  イ  （ 略 ）    イ  （ 略 ）  

  ロ  特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 、 地 域 密 着 型 特 定 施 設

入 居 者 生 活 介 護 、 地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 入

所 者 生 活 介 護 、 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 、

障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す

る た め の 法 律 （ 平 成 十 七 年 法 律 第 百 二 十 三 号 ） 第

五 条 第 十 八 項 に 規 定 す る 計 画 相 談 支 援 、 児 童 福 祉

法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四 号 ） 第 六 条 の 二

の 二 第 六 項 に 規 定 す る 障 害 児 相 談 支 援 、 生 活 困 窮

者 自 立 支 援 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律 第 百 五 号 ） 第 三

条 第 二 項 に 規 定 す る 生 活 困 窮 者 自 立 相 談 支 援 事 業

そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 事 業 の 従 事 者  

  ロ  特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 、 地 域 密 着 型 特 定 施 設

入 居 者 生 活 介 護 、 地 域 密 着 型 介 護 老 人 福 祉 施 設 入

所 者 生 活 介 護 、 介 護 予 防 特 定 施 設 入 居 者 生 活 介 護 、

障 害 者 の 日 常 生 活 及 び 社 会 生 活 を 総 合 的 に 支 援 す

る た め の 法 律 第 五 条 第 十 八 項 に 規 定 す る 計 画 相 談

支 援 、 児 童 福 祉 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 百 六 十 四

号 ） 第 六 条 の 二 の 二 第 七 項 に 規 定 す る 障 害 児 相 談

支 援 、 生 活 困 窮 者 自 立 支 援 法 （ 平 成 二 十 五 年 法 律

第 百 五 号 ） 第 三 条 第 二 項 に 規 定 す る 生 活 困 窮 者 自

立 相 談 支 援 事 業 そ の 他 こ れ ら に 準 ず る 事 業 の 従 事

者  

附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 三 条 第 二 号 ロ の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 生 活 環 境 の 保 全 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 十 八 号  

三 重 県 生 活 環 境 の 保 全 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  
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三 重 県 生 活 環 境 の 保 全 に 関 す る 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 三 年 三 重 県 規 則 第 三 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す

る 。  
次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別 表 第 十 一 （ 第 二 十 二 条 関 係 ）  別 表 第 十 一 （ 第 二 十 二 条 関 係 ）  

水 の 汚 染 状 態 を 示 す 項 目 の 排 出 基 準 は 、 次 の 表 の 中

欄 に 掲 げ る 項 目 ご と に 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と お り と

す る 。  

水 の 汚 染 状 態 を 示 す 項 目 の 排 出 基 準 は 、 次 の 表 の 中

欄 に 掲 げ る 項 目 ご と に 同 表 の 下 欄 に 掲 げ る と お り と

す る 。  

 一 ～ 十 三  （ 略 ）  （ 略 ）    一 ～ 十 三  （ 略 ）  （ 略 ）   

 十 四 大 腸 菌 数 （ 単 位  一 ミ

リ リ ッ ト ル に つ き コ ロ

ニ ー 形 成 単 位 ）  

日 間 平 均 八 〇 〇    十 四 大 腸 菌 群 数 （ 単 位  一

立 方 セ ン チ メ ー ト ル に

つ き 個 ）  

日 間 平 均 三 、 〇 〇 〇   

 備 考 （ 略 ）    備 考 （ 略 ）   

  

附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

２  こ の 規 則 の 施 行 前 に し た 行 為 に 対 す る 罰 則 の 適 用 に つ い て は 、 な お 従 前 の 例 に よ る 。  

 

三 重 県 立 職 業 能 力 開 発 施 設 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

                        三  重  県  知 事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 十 九 号  

三 重 県 立 職 業 能 力 開 発 施 設 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 立 職 業 能 力 開 発 施 設 条 例 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 五 年 三 重 県 規 則 第 七 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 条 例 第 七 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 訓 練 科 ）  （ 条 例 第 七 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 訓 練 科 ）  

第 十 八 条  条 例 第 七 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 普 通

課 程 の 訓 練 科 は 、 介 護 福 祉 士 養 成 科 、 保 育 士 養 成 科 、

栄 養 士 養 成 科 、 製 菓 衛 生 師 養 成 科 及 び 調 理 師 養 成 科 と

す る 。  

第 十 八 条  条 例 第 七 条 第 一 項 第 一 号 の 規 則 で 定 め る 普 通

課 程 の 訓 練 科 は 、 介 護 福 祉 士 養 成 科 、 保 育 士 養 成 科 、

栄 養 士 養 成 科 及 び 製 菓 衛 生 師 養 成 科 と す る 。  

別表第 1（第 2 条関係） 別表第 1（第 2 条関係） 

 学校名 訓練課程 訓練科 訓練期間   学校名 訓練課程 訓練科 訓練期間  

 三重県立津高

等技術学校 普通課程 

（略） （略）   三重県立津高

等技術学校 普通課程 

（略） （略）  

 製菓衛生師養成科 2 年   製菓衛生師養成科 2 年  

 調理師養成科 1 年    

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

備考 （略） 備考 （略） 

附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 二 十 号  

   三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 （ 平 成 十 五 年 三 重 県 規 則 第 三 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

  

令和7年3月28日 三　重　県　公　報 号　　外

3



   （ 用 語 ）  
第 二 条  （ 略 ）  

２  こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、

そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 一  投 下 償 却 資 産 額  所 得 税 法 施 行 令 （ 昭 和 四 十 年 政

令 第 九 十 六 号 ） 第 六 条 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で 、 第 六

号 、 第 七 号 及 び 第 八 号 ヌ に 掲 げ る 資 産 の 取 得 に 要 す

る 費 用 の 総 額 を い う 。  

 二 ～ 八  （ 略 ）  

 （ 用 語 ）  

第 二 条  （ 略 ）  

２  こ の 規 則 に お い て 、 次 の 各 号 に 掲 げ る 用 語 の 意 義 は 、

そ れ ぞ れ 当 該 各 号 に 定 め る と こ ろ に よ る 。  

 一  投 下 償 却 資 産 額  所 得 税 法 施 行 令 （ 昭 和 四 十 年 政

令 第 九 十 六 号 ） 第 六 条 第 一 号 か ら 第 三 号 ま で 、 第 六

号 、 第 七 号 及 び 第 八 号 リ に 掲 げ る 資 産 の 取 得 に 要 す

る 費 用 の 総 額 を い う 。  

 二 ～ 八  （ 略 ）  

別表第二（第五条関係） 別表第二（第五条関係） 

 事業の種類 認定の基準   事業の種類 認定の基準  

 一 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

する事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。

ただし、中小企業者及び中堅企

業者にあっては五人以上である

こと。 

 ハ～ホ （略） 

二 （略） 

  一 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

する事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。 

 

 

 

 ハ～ホ （略） 

二 （略） 

 

 二 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、マザー工場

の設置又は既

に立地された

施設等のマザ

ー工場への転

換を行う事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。

ただし、中小企業者及び中堅企

業者にあっては五人以上である

こと。 

 ハ～ホ （略） 

二 （略） 

  二 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、マザー工場

の設置又は既

に立地された

施設等のマザ

ー工場への転

換を行う事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。 

 

 

 

 ハ～ホ （略） 

二 （略） 

 

 三 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、スマート工

場の設置又は

既に立地され 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

イ （略） 

ロ 操業開始の日において、当該 

  三 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、スマート工

場の設置又は

既に立地され 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該 
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 た施設等のス

マート工場へ

の転換を行う

事業 

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。

ただし、中小企業者及び中堅企

業者にあっては五人以上である

こと。 

  ハ～ホ （略） 

二 （略） 

  た施設等のス

マート工場へ

の転換を行う

事業 

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。 

 

 

 

 ハ～ホ （略） 

二 （略） 

 

 四 （略） （略）   四 （略） （略）  

 五 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、外資系企業

が行う事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。

ただし、中小企業者及び中堅企

業者にあっては五人以上である

こと。 

 ハ～へ （略） 

二・三 （略） 

  五 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、外資系企業

が行う事業 

立地計画について次のいずれかに該当

するとともに、立地企業において県税

の滞納がないこと。 

一 計画認定時において新規立地企

業であり、次に掲げる基準を全て

満たすこと。 

 イ （略） 

 ロ 操業開始の日において、当該

操業に伴って増加する常用雇用

者の数が十人以上であること。 

 

 

 

 ハ～へ （略） 

二・三 （略） 

 

 六 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県南部地域

で行う事業 

一 県南部地域のうち東紀州地域、

鳥羽市、志摩市、大台町、南伊勢

町又は大紀町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

イ 計画認定時において新規立地

企業であり、次に掲げる基準を

全て満たすこと。 

(1) （略） 

(2) 操業開始の日において、当

該操業に伴って増加する常

用雇用者の数が五人以上で

あること。ただし、中小企業

者及び中堅企業者にあって

は三人以上であること。 

(3)～(5) （略） 

ロ （略） 

二 県南部地域のうち伊勢市、玉城

町又は度会町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

イ 計画認定時において新規立地 

  六 第四条第一

号又は第四号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県南部地域

で行う事業 

一 県南部地域のうち東紀州地域、

鳥羽市、志摩市、大台町、南伊勢

町又は大紀町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

 イ 計画認定時において新規立地

企業であり、次に掲げる基準を

全て満たすこと。 

(1) （略） 

(2) 操業開始の日において、当

該操業に伴って増加する常

用雇用者の数が五人以上で

あること。 

 

 

(3)～(5) （略） 

ロ （略） 

二 県南部地域のうち伊勢市、玉城

町又は度会町に立地を行う場合に

あっては、立地計画について次の

いずれかに該当するとともに、立

地企業において県税の滞納がない

こと。 

イ 計画認定時において新規立地 
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  企業であり、次に掲げる基準を

全て満たすこと。 

(1) （略） 

(2) 操業開始の日において、当

該操業に伴って増加する常

用雇用者の数が五人以上で

あること。ただし、中小企業

者及び中堅企業者にあって

は三人以上であること。 

(3)～(5) （略） 

ロ （略） 

   企業であり、次に掲げる基準を

全て満たすこと。 

(1) （略） 

(2) 操業開始の日において、当

該操業に伴って増加する常

用雇用者の数が五人以上で

あること。 

 

 

(3)～(5) （略） 

ロ （略） 

 

 七 （略） （略）   七 （略） （略）  

 八 第四条各号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県外に本社

を置く企業が

県内に本社若

しくは本社機

能の移転及び

拡充を行う事

業又は県内に

本社を置く企

業（地域再生法

（平成十七年

法律第二十四

号）第十七条の

二第一項の規

定により、同項

第二号に掲げ

る事業に係る

地方活力向上

地域等特定業

務施設整備計

画の認定を受

けた企業に限

る。）が本社機

能の強化を行

う事業 

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

一 当該移転に伴って増加する常用

雇用者（本社機能部門において従

事する者に限る。）の数が五人（計

画認定時において中小企業者及び

中堅企業者である場合にあって

は、一人）以上であること。 

 二 （略） 

  八 第四条各号

に掲げる分野

又は業種に属

するもののう

ち、県外に本社

を置く企業が

県内に本社若

しくは本社機

能の移転及び

拡充を行う事

業又は県内に

本社を置く企

業（地域再生法

（平成十七年

法律第二十四

号）第十七条の

二第一項の規

定により、同項

第二号に掲げ

る事業に係る

地方活力向上

地域等特定業

務施設整備計

画の認定を受

けた企業に限

る。）が本社機

能の強化を行

う事業 

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

一 当該移転に伴って増加する常用

雇用者（本社機能部門において従

事する者に限る。）の数が五人（計

画認定時において中小企業者であ

る場合にあっては、一人）以上で

あること。 

二 （略） 

 

 九 第四条第四

号に掲げる分

野又は業種に

属するものの

うち、情報通信

産業の事業所

の立地にかか

る事業 

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

 一 （略） 

 二 操業開始の日において、当該操

業に伴って増加する常用雇用者の

数が五人以上（中小企業者及び中

堅企業者にあっては三人以上）で

あること。ただし、県南部地域に 

  九 第四条第四

号に掲げる分

野又は業種に

属するものの

うち、情報通信

産業の立地に

かかる事業 

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

 一 （略） 

 二 操業開始の日において、当該操

業に伴って増加する常用雇用者の

数が五人以上であること。ただし、

県南部地域にあっては三人以上で

あること。 
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  あっては三人以上（中小企業者及

び中堅企業者にあっては二人以

上）であること。 

 三・四 （略） 

    

 

 

 三・四 （略） 

 

 十 第四条第四

号に掲げる分

野又は業種に

属するものの

うち、情報通信

産業のデータ

センターの立

地にかかる事

業 

立地計画について次に掲げる基準を全

て満たすとともに、立地企業において

県税の滞納がないこと。 

 一 立地企業がデータセンターを設

置する事業であること。 

 二 操業開始の日において、立地に

係る投下償却資産額が十億円以上

であること。 

 三 操業開始の日において、当該操

業に伴って増加する常用雇用者の

数が三人以上（中小企業者及び中

堅企業者にあっては二人以上）で

あること。ただし、県南部地域に

あっては二人以上（中小企業者及

び中堅企業者にあっては一人以

上）であること。 

 四 操業開始の日から三年を経過す

る日までの間、三に掲げる要件を

満たしていること。 

 五 当該立地計画の期間が、計画認

定の日から操業開始の日後三年を

経過する日まであること。 

     

備考 備考 

 一 「新規立地企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に有していな

い企業をいう（別表第三において同じ。）。 

 一 「新規立地企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に有していな

い企業をいう。 

二 「県内操業企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に一以上有す

る企業をいう（別表第三において同じ。）。 

二 「県内操業企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に一以上有す

る企業をいう。 

 三 「マザー工場」とは、製品の設計、開発、試作等

の機能や他の工場への技術指導、支援等の機能を有

する工場その他これに類する施設をいう（別表第三

において同じ。）。 

三 「マザー工場」とは、製品の設計、開発、試作等

の機能や他の工場への技術指導、支援等の機能を有

する工場その他これに類する施設をいう。 

四 「スマート工場」とは、施設内の生産に関する主

要な設備をネットワーク環境に繋げることで生産

活動に係る情報を収集及び蓄積し、高度な情報解析

技術等を用いて蓄積された情報の分析、制御等を行

うことにより生産性の向上、高付加価値化等を図る

工場その他これに類する施設をいう（別表第三にお

いて同じ。）。 

四 「スマート工場」とは、施設内の生産に関する主

要な設備をネットワーク環境に繋げることで生産

活動に係る情報を収集及び蓄積し、高度な情報解析

技術等を用いて蓄積された情報の分析、制御等を行

うことにより生産性の向上、高付加価値化等を図る

工場その他これに類する施設をいう。 

 五 「外資系企業」とは、次に掲げる企業をいう（別

表第三において同じ。）。 

  イ・ロ (略) 

 五 「外資系企業」とは、次に掲げる企業をいう。 

 

  イ・ロ (略) 

六 「本社機能」とは、経営の意思決定、経営資源の

管理、各種の業務を統括する部門及びこれらに類す

るものをいう（別表第三において同じ。）。 

六 「本社機能」とは、経営の意思決定、経営資源の

管理、各種の業務を統括する部門及びこれらに類す

るものをいう。 
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 七 「中小企業者」とは、産業競争力強化法（平成二

十五年法律第九十八号）第二条第二十三項に規定す

る者をいう（別表第三において同じ。）。 

 七 「中小企業者」とは、中小企業等経営強化法（平

成十一年法律第十八号）第二条第一項に規定するも

のをいう。 

 八 「中堅企業者」とは、産業競争力強化法第二条第

二十四項に規定する者をいう（別表第三において同

じ。）。 

 

 九 「情報通信産業」とは、産業分類（中分類）にお

ける情報サービス業をいう（別表第三において同

じ。）。 

 八 「情報通信産業」とは、産業分類（中分類）にお

ける情報サービス業をいう。 

 十 「データセンター」とは、コンピュータやデータ

通信のための装置の設置及び運用に特化した施設

をいう（別表第三において同じ。）。 

 

別表第三（第八条関係） 別表第三（第八条関係） 

 補 助 金 の

名称 
交付の要件 交付の対象及び額 

  補 助 金 の

名称 
交付の要件 交付の対象及び額 

 

 一  成 長

産 業 立

地 補 助

金 

一 （略） （略）   一  成 長

産 業 立

地 補 助

金 

一 （略） （略）  

 二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。ただし、

中小企業者及

び中堅企業者

にあっては三

人以上である

こと。 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び最初の操業開

始の日から三年を経過す

る日又は当該立地計画の

期間終了時点のいずれか

早い時期（以下「増加常用

雇用者数確認時期」とい

う。）において、立地計画

の対象である事業所（以下

「対象事業所」という。）

における常用雇用者につ

いて、知事が別に定める要

件を満たす場合にあって

は、当該立地計画に基づい

て増加した常用雇用者の

数から五を減じた数（ただ

し、中小企業者及び中堅企

業者にあっては三を減じ

た数）に次の各号に掲げる 

  二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。 

 

 

 

 

 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び最初の操業開

始の日から三年を経過す

る日又は当該立地計画の

期間終了時点のいずれか

早い時期（以下「増加常用

雇用者数確認時期」とい

う。）において、立地計画

の対象である事業所（以下

「対象事業所」という。）

における常用雇用者につ

いて、知事が別に定める要

件を満たす場合にあって

は、当該立地計画に基づい

て増加した常用雇用者の

数から五を減じた数に次

の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に掲

げる額を乗じて得た額（た 
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   区分に応じ、それぞれ当該

各号に掲げる額を乗じて

得た額（ただし、乗じて得

た額が五千万円を超える

ときは、五千万円）を合算

した額とする。 

一・二 （略） 

    だし、乗じて得た額が五千

万円を超えるときは、五千

万円）を合算した額とす

る。 

 

 

一・二 （略） 

 

  三 （略） （略）    三 （略） （略）  

 二  マ ザ

ー 工 場

型 拠 点

立 地 補

助金 

一 （略） （略）   二  マ ザ

ー 工 場

型 拠 点

立 地 補

助金 

一 （略） （略）  

 二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。ただし、

中小企業者及

び中堅企業者

にあっては三

人以上である

こと。 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び増加常用雇用

者数確認時期において、対

象事業所における常用雇

用者について、知事が別に

定める要件を満たす場合

にあっては、当該立地計画

に基づいて増加した常用

雇用者の数から五を減じ

た数（ただし、中小企業者

及び中堅企業者にあって

は三を減じた数）に次の各

号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に掲げる

額を乗じて得た額（ただ

し、乗じて得た額が五千万

円を超えるときは、五千万

円）を合算した額とする。 

一・二 （略） 

  二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。 

 

 

 

 

 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び増加常用雇用

者数確認時期において、対

象事業所における常用雇

用者について、知事が別に

定める要件を満たす場合

にあっては、当該立地計画

に基づいて増加した常用

雇用者の数から五を減じ

た数に次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該

各号に掲げる額を乗じて

得た額（ただし、乗じて得

た額が五千万円を超える

ときは、五千万円）を合算

した額とする。 

 

 

一・二 （略） 

 

 三 （略） （略）   三 （略） （略）  

 三・四 

（略） 

（略） （略）   三・四 

（略） 

（略） （略）  

 五  外 資

系 企 業

ア ジ ア

拠 点 立 

一 （略） （略）   五  外 資

系 企 業

ア ジ ア

拠点立 

一 （略） （略）  

 二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定 

  二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定 
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 地 補 助

金 

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。ただし、

中小企業者及

び中堅企業者

にあっては三

人以上である

こと。 

 ホ・ヘ （略） 

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び増加常用雇用

者数確認時期において、対

象事業所における常用雇

用者について、知事が別に

定める要件を満たす場合

にあっては、当該立地計画

に基づいて増加した常用

雇用者の数から五を減じ

た数（ただし、中小企業者

及び中堅企業者にあって

は三を減じた数）に次の各

号に掲げる区分に応じ、そ

れぞれ当該各号に掲げる

額を乗じて得た額（ただ

し、乗じて得た額が五千万

円を超えるときは、五千万

円）を合算した額とする。 

一・二 （略） 

  地 補 助

金 

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が五

人以上である

こと。 

 

 

 

 

 

 ホ・ヘ （略） 

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十を乗じて得た

額（ただし、乗じて得た額

が五億円を超えるときは、

五億円）及び増加常用雇用

者数確認時期において、対

象事業所における常用雇

用者について、知事が別に

定める要件を満たす場合

にあっては、当該立地計画

に基づいて増加した常用

雇用者の数から五を減じ

た数に次の各号に掲げる

区分に応じ、それぞれ当該

各号に掲げる額を乗じて

得た額（ただし、乗じて得

た額が五千万円を超える

ときは、五千万円）を合算

した額とする。 

 

 

一・二 （略） 

 

  三・四 （略） （略）    三・四 （略） （略）  

 六  地 域

資 源 活

用 型 産

業 等 立

地 補 助

金 

一 （略） （略）   六  地 域

資 源 活

用 型 産

業 等 立

地 補 助

金 

一 （略） （略）  

 二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が三

人以上である

こと。ただし、

中小企業者及

び中堅企業者 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十五を乗じて得

た額（ただし、乗じて得た

額が五億円を超えるとき

は、五億円）及び増加常用

雇用者数確認時期におい 

  二 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が三

人以上である

こと。 

 

 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十五を乗じて得

た額（ただし、乗じて得た

額が五億円を超えるとき

は、五億円）及び増加常用

雇用者数確認時期におい 
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 にあっては二

人以上である

こと。 

 ホ・ヘ （略） 

て、対象事業所における常

用雇用者について、知事が

別に定める要件を満たす

場合にあっては、当該立地

計画に基づいて増加した

常用雇用者の数から三を

減じた数（ただし、中小企

業者及び中堅企業者にあ

っては二を減じた数）に次

の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に掲

げる額を乗じて得た額（た

だし、乗じて得た額が五千

万円を超えるときは、五千

万円）を合算した額とす

る。 

一・二 （略） 

   

 

 

 ホ・ヘ （略） 

て、対象事業所における常

用雇用者について、知事が

別に定める要件を満たす

場合にあっては、当該立地

計画に基づいて増加した

常用雇用者の数から三を

減じた数に次の各号に掲

げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に掲げる額を乗

じて得た額（ただし、乗じ

て得た額が五千万円を超

えるときは、五千万円）を

合算した額とする。 

 

 

 

一・二 （略） 

 

 三 （略） （略）   三 （略） （略）  

 四 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が三

人以上である

こと。ただし、

中小企業者及

び中堅企業者

にあっては二

人以上である

こと。 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十五を乗じて得

た額（ただし、乗じて得た

額が五億円を超えるとき

は、五億円）及び増加常用

雇用者数確認時期におい

て、対象事業所における常

用雇用者について、知事が

別に定める要件を満たす

場合にあっては、当該立地

計画に基づいて増加した

常用雇用者の数から三を

減じた数（ただし、中小企

業者及び中堅企業者にあ

っては二を減じた数）に次

の各号に掲げる区分に応

じ、それぞれ当該各号に掲

げる額を乗じて得た額（た

だし、乗じて得た額が五千

万円を超えるときは、五千

万円）を合算した額とす 

  四 計画認定時に

おいて県内操業

企業であり、次

に掲げる要件を

全 て 満 た す こ

と。 

 イ～ハ （略） 

 ニ 最初の操業

開始の日にお

いて、当該操

業に伴って増

加した常用雇

用者の数が三

人以上である

こと。 

 

 

 

 

 

 ホ・ヘ （略） 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は計画認定

の日から六年（計画認定の

日から五年以内に県内障

害者雇用率を達成しない

立地企業にあっては、五

年）以内に新たに取得した

投下償却資産額（知事が特

に認める場合は、当該認め

る期間において取得した

投下償却資産額を含む。）

に百分の十五を乗じて得

た額（ただし、乗じて得た

額が五億円を超えるとき

は、五億円）及び増加常用

雇用者数確認時期におい

て、対象事業所における常

用雇用者について、知事が

別に定める要件を満たす

場合にあっては、当該立地

計画に基づいて増加した

常用雇用者の数から三を

減じた数に次の各号に掲

げる区分に応じ、それぞれ

当該各号に掲げる額を乗

じて得た額（ただし、乗じ

て得た額が五千万円を超

えるときは、五千万円）を

合算した額とする。 
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   る。 

一・二 （略） 

     

一・二 （略） 

 

  五 （略） （略）    五 （略） （略）  

 七・八 

（略） 

（略） （略）   七・八 

（略） 

（略） （略）  

 九  情 報

通 信 産

業 立 地

補 助 金

（ オ フ

ィス） 

（略） （略）   九  情 報

通 信 産

業 立 地

補助金 

 

 

（略） （略）  

 十  情 報

通 信 産

業 立 地

補 助 金

（ デ ー

タ セ ン

ター） 

次に掲げる要件を

全て満たすこと。 

一 別表第二第

十号の項下欄

に掲げる基準

を全て満たし

ていること。 

 二 操業開始の

日から三年を

経過する日ま

での間、前号

に掲げる要件

を引き続き満

たしているこ

と。 

三 立地計画に

ついて、令和

十一年三月三

十一日までに

条例第四条第

三項の認定を

受けているこ

と。 

認定企業の立地に要する

経費に対して交付するも

のとし、その額は、計画認

定の日（知事が特に認める

場合にあっては、当該認め

る日）から操業開始の日ま

でに取得した投下償却資

産額に百分の十（ただし、

県南部地域にあっては百

分の十五）を乗じて得た額

とする。ただし、当該乗じ

て得た額が五億円を超え

るときは、五億円とする。 

      

備考 備考 

 一 「新規立地企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に有していな

い企業をいう。 

 二 「県内操業企業」とは、産業分類における事業所

の定義のうち、工場及び製作所を県内に一以上有す

る企業をいう。 

一～三 （略） 三～五 （略） 

附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

２  こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 施 行 規 則 の 規 定 は 、 こ の 規 則 の 施 行 の 日 以 後 に 認 定 を 受 け

た 三 重 県 企 業 立 地 促 進 条 例 （ 平 成 十 五 年 三 重 県 条 例 第 一 号 ） 第 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 立 地 計 画 （ 以 下 こ の 項

に お い て 単 に 「 立 地 計 画 」 と い う 。 ） に つ い て も 適 用 し 、 同 日 前 に 認 定 を 受 け た 立 地 計 画 に つ い て は 、 な お 従 前

の 例 に よ る 。  
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建 築 士 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

                        三  重  県  知 事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 二 十 一 号  

   建 築 士 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

建 築 士 法 施 行 細 則 （ 昭 和 二 十 六 年 三 重 県 規 則 第 二 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  
改   正   後  改   正   前  

（ 登 録 事 項 ）  

第 三 条  名 簿 に 登 録 す る 事 項 は 、 次 の と お り と す る 。  

一  （ 略 ）  

二  氏 名  

三 ～ 六  （ 略 ）  

（ 登 録 状 況 等 の 報 告 ）  

第 十 一 条 の 六  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  

３  報 告 書 等 （ 第 一 項 の 報 告 書 及 び 前 項 の 添 付 書 類 を い

う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） の 提 出 に つ い て は 、

当 該 報 告 書 等 が 電 磁 的 記 録 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式

そ の 他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い

方 式 で 作 ら れ る 記 録 で あ つ て 、 電 子 計 算 機 に よ る 情 報

処 理 の 用 に 供 さ れ る も の を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で 作 成

さ れ て い る 場 合 に は 、 次 に 掲 げ る 電 磁 的 方 法 を も つ て

行 う こ と が で き る 。  

一  （ 略 ）  

二  電 磁 的 記 録 媒 体 （ 電 磁 的 記 録 に 係 る 記 録 媒 体 を い

う 。 第 十 一 条 の 九 に お い て 同 じ 。 ） を も つ て 調 製 す

る フ ァ イ ル に 情 報 を 記 録 し た も の を 知 事 に 交 付 す

る 方 法  

 

（ 指 定 登 録 機 関 へ の 書 類 の 交 付 ）  

第 十 一 条 の 九  （ 略 ）  

２  前 項 の 書 類 の 交 付 に つ い て は 、 当 該 書 類 が 電 磁 的 記

録 で 作 成 さ れ て い る 場 合 に は 、 次 に 掲 げ る 電 磁 的 方 法

を も つ て 行 う こ と が で き る 。  

一  （ 略 ）  

二  電 磁 的 記 録 媒 体 を も つ て 調 製 す る フ ァ イ ル に 情

報 を 記 録 し た も の を 指 定 登 録 機 関 に 交 付 す る 方 法  

 （ 閲 覧 手 続 ）  

第 三 十 一 条  閲 覧 所 に お い て 建 築 士 名 簿 等 を 閲 覧 し よ

う と す る 者 は 、 閲 覧 簿 に 住 所 、 氏 名 、 職 業 そ の 他 必 要

な 事 項 を 記 入 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 登 録 事 項 ）  

第 三 条  名 簿 に 登 録 す る 事 項 は 、 次 の と お り と す る 。  

一  （ 略 ）  

二  氏 名 、 生 年 月 日 及 び 性 別  

三 ～ 六  （ 略 ）   

（ 登 録 状 況 等 の 報 告 ）  

第 十 一 条 の 六  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  
３  報 告 書 等 （ 第 一 項 の 報 告 書 及 び 前 項 の 添 付 書 類 を い

う 。 以 下 こ の 項 に お い て 同 じ 。 ） の 提 出 に つ い て は 、

当 該 報 告 書 等 が 電 磁 的 記 録 （ 電 子 的 方 式 、 磁 気 的 方 式

そ の 他 人 の 知 覚 に よ っ て は 認 識 す る こ と が で き な い

方 式 で 作 ら れ た 記 録 を い う 。 以 下 同 じ 。 ） で 作 成 さ れ

て い る 場 合 に は 、 次 に 掲 げ る 電 磁 的 方 法 を も つ て 行 う

こ と が で き る 。  

 

一  （ 略 ）  

二  磁 気 デ ィ ス ク 、 シ ー ・ デ ィ ー ・ ロ ム そ の 他 こ れ ら

に 準 ず る 方 法 に よ り 一 定 の 事 項 を 確 実 に 記 録 し て

お く こ と が で き る も の （ 以 下 「 磁 気 デ ィ ス ク 等 」 と

い う 。 ） を も つ て 調 製 す る フ ァ イ ル に 情 報 を 記 録 し

た も の を 知 事 に 交 付 す る 方 法  

（ 指 定 登 録 機 関 へ の 書 類 の 交 付 ）  

第 十 一 条 の 九  （ 略 ）  

２  前 項 の 書 類 の 交 付 に つ い て は 、 当 該 書 類 が 電 磁 的 記

録 で 作 成 さ れ て い る 場 合 に は 、 次 に 掲 げ る 電 磁 的 方 法

を も つ て 行 う こ と が で き る 。  

一  （ 略 ）  

二  磁 気 デ ィ ス ク 等 を も つ て 調 製 す る フ ァ イ ル に 情

報 を 記 録 し た も の を 指 定 登 録 機 関 に 交 付 す る 方 法  

（ 閲 覧 手 続 ）  

第 三 十 一 条  建 築 士 名 簿 等 を 閲 覧 し よ う と す る 者 は 、 閲

覧 簿 に 住 所 、 氏 名 、 職 業 そ の 他 必 要 な 事 項 を 記 入 し な

け れ ば な ら な い 。  

附  則  

こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 十 一 条 の 六 及 び 第 十 一 条 の 九 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の

日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

                        三  重  県  知 事   一   見   勝   之    

令和7年3月28日 三　重　県　公　報 号　　外

13



三 重 県 規 則 第 二 十 二 号  

三 重 県 宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  
三 重 県 宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 細 則 （ 昭 和 四 十 四 年 三 重 県 規 則 第 六 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 閲 覧 所 の 設 置 ）  

第 三 条  宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 二 年 建 設

省 令 第 十 二 号 。 以 下 「 省 令 」 と い う 。 ） 第 五 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 、 宅 地 建 物 取 引 業 者 名 簿 閲 覧 所 （ 以 下 「 閲

覧 所 」 と い う 。 ） を 三 重 県 県 土 整 備 部 内 に 置 く 。  

（ 閲 覧 所 の 設 置 ）  

第 三 条  宅 地 建 物 取 引 業 法 施 行 規 則 （ 昭 和 三 十 二 年 建 設

省 令 第 十 二 号 。 以 下 「 省 令 」 と い う 。 ） 第 五 条 の 二 第

一 項 の 規 定 に よ り 、 宅 地 建 物 取 引 業 者 名 簿 閲 覧 所 （ 以

下 「 閲 覧 所 」 と い う 。 ） を 三 重 県 県 土 整 備 部 内 に 置 く 。 

附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 二 十 三 号  

   三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 五 年 三 重 県 規 則 第 三 十 一 号 ） の 一 部 を 次 の よ う

に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表第 1（第 4 条関係） 別表第 1（第 4 条関係） 

 区分 図書の種類   区分 図書の種類  

 （略） （略）   （略） （略）  

 法第 54 条第 2 項（法第 55

条第 2 項において準用する

場合を含む。）の規定による

申出をする場合であって、当

該申出に係る低炭素建築物

新築等計画が建築基準法第

6条の 3第 1項に規定する特

定構造計算基準又は特定増

改築構造計算基準に適合す

るかどうかの確認審査を要

するとき（同項各号に掲げる

確認審査を同項ただし書の

建築主事等が審査をする場

合を除く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

  法第 54 条第 2 項（法第 55

条第 2 項において準用する

場合を含む。）の規定による

申出をする場合であって、当

該申出に係る低炭素建築物

新築等計画が建築基準法第

6条の 3第 1項本文の特定構

造計算基準又は特定増改築

構造計算基準に適合するか

どうかの審査を要するとき

（同項ただし書の特定構造

計算基準又は特定増改築構

造計算基準に適合するかど

うかを同項ただし書の建築

主事が審査をする場合を除

く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

 

        

様 式 第 二 号 を 次 の よ う に 改 め る 。  

令和7年3月28日 三　重　県　公　報 号　　外
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様式第 2 号（第 6 条関係） 

 

認定低炭素建築物新築等計画に従って建築工事が行われた旨の確認書 

 

年  月  日   

 

 認定建築主 様 

 

確認者 

（ 級）建築士  （  ）登録第     号 

    氏 名             

（ 級）建築士事務所（ ）知事登録第   号 

    所在地 

    名 称 

                           

工事施工者の名称 

                      （※） 建設業許可（  ）第  号 

                          主任（監理）技術者の氏名        

 

 次のとおり、認定低炭素建築物新築等計画に従って建築工事が行われた旨を確認しました。 
 

 
確認を行った部

位、材料の種類等 
照合内容 

照合を行った 

設計図書 

照合結果（不適の場

合には、その内容） 

躯体の外皮性能 
    

空気調和設備（住

宅にあっては暖

冷房設備） 

    

機械換気設備 
    

照明設備 
    

給湯設備 
    

昇降機 
    

エネルギー利用

効率化設備 

    

再生可能エネル

ギー利用設備 

    

その他低炭素化

に資する措置 

    

（※）欄は、工事監理者を定める必要のない工事の場合（任意で工事監理者を定める場合を除く。）に記載し

てください。 

 

（規格Ａ4） 

令和7年3月28日 三　重　県　公　報 号　　外
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附  則  

（ 施 行 期 日 ）  
１  こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 都 市 の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 次 項

に お い て 「 旧 規 則 」 と い う 。 ） の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 確 認 書 は 、 こ の 規 則 に よ る 改 正 後 の 三 重 県 都 市

の 低 炭 素 化 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 確 認 書 と み な す 。  

３  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に 旧 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て

使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま

す 。  

  令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 二 十 四 号  

   三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 八 年 三 重 県 規 則 第 四 十 号 ） の 一

部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

 次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

目 次  目 次  

第 一 章  （ 略 ）  第 一 章  （ 略 ）  

第 二 章  （ 略 ）  第 一 章 の 二  （ 略 ）  

 第 一 章 の 三  建 築 物 の 建 築 に 関 す る 届 出 等 （ 第 三 条 の

七 ）  

第 三 章  （ 略 ）  第 二 章  （ 略 ）  

 第 三 章  建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 に 係 る 認 定 等 （ 第

十 三 条 ― 第 十 七 条 ）  

附 則  附 則  

（ 書 類 の 提 出 ）  （ 書 類 の 提 出 ）  

第 三 条  法 、 省 令 又 は こ の 規 則 の 規 定 に よ り 、 知 事 に 提

出 す る 計 画 書 、 申 請 書 、 報 告 書 、 申 出 書 及 び 届 書 は 、

当 該 計 画 、 申 請 、 報 告 、 申 出 及 び 届 出 に 係 る 建 築 物 の

敷 地 の 所 在 地 を 所 管 区 域 と す る 建 築 主 事 が 属 す る 建

設 事 務 所 の 長 を 経 由 し て 提 出 す る も の と す る 。  

第 三 条  法 、 省 令 又 は こ の 規 則 の 規 定 に よ り 、 知 事 に 提

出 す る 計 画 書 （ 写 し を 含 む 。 ） 、 申 請 書 、 報 告 書 、 申

出 書 及 び 届 出 書 は 、 当 該 計 画 、 申 請 、 報 告 、 申 出 及 び

届 出 に 係 る 建 築 物 の 敷 地 の 所 在 地 を 所 管 区 域 と す る 建

築 主 事 が 属 す る 建 設 事 務 所 の 長 を 経 由 し て 提 出 す る も

の と す る 。  

第 二 章  （ 略 ）  第 一 章 の 二  （ 略 ）  

（ 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 確 保 計 画 に 添 付 す る 図

書 ）  

（ 知 事 が 定 め る 図 書 ）  

第 三 条 の 二   

 

第 三 条 の 二  省 令 第 一 条 第 一 項 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図

書 は 、 別 表 第 一 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右 欄 に

定 め る も の と す る 。  

省 令 第 三 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 に 掲 げ る 付 近 見 取

図 は 、 都 市 計 画 法 （ 昭 和 四 十 三 年 法 律 第 百 号 ） 第 十 一

条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が 記 載 さ れ て い る 縮 尺 二 千 五

百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す る 。  

２  省 令 第 一 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 に 掲 げ る 付 近 見 取

図 は 、 都 市 計 画 法 （ 昭 和 四 十 三 年 法 律 第 百 号 ） 第 十 一

条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が 記 載 さ れ て い る 縮 尺 二 千 五  

百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す る 。  

 ３  省 令 第 一 条 第 三 項 に 規 定 す る 知 事 が 不 要 と 認 め る 図

書 は 、 別 表 第 一 の 二 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右

欄 に 定 め る も の と す る 。  

（ 軽 微 変 更 該 当 証 明 の 交 付 申 請 ）  （ 軽 微 変 更 該 当 証 明 の 交 付 申 請 ）  
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第 三 条 の 三  省 令 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 軽 微 な 変 更 に

該 当 し て い る こ と を 証 す る 書 面 の 交 付 を 求 め る 者 は 、

軽 微 変 更 該 当 証 明 申 請 書 （ 様 式 第 一 号 ） の 正 本 及 び 副

本 に 、 そ れ ぞ れ 省 令 第 三 条 第 一 項 に 規 定 す る 図 書 （ 変

更 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） を 添 え て 知 事 に 提 出 す る も の

と す る 。  

第 三 条 の 三  省 令 第 十 一 条 の 規 定 に よ り 軽 微 な 変 更 に

該 当 し て い る こ と を 証 す る 書 面 の 交 付 を 求 め る 者 は 、

軽 微 変 更 該 当 証 明 申 請 書 （ 様 式 第 一 号 ） の 正 本 及 び 副

本 に 、 そ れ ぞ れ 省 令 第 一 条 第 一 項 に 規 定 す る 図 書 （ 変

更 に 係 る 部 分 に 限 る 。 ） を 添 え て 知 事 に 提 出 す る も の

と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 軽 微 変 更 該 当 証 明 の 申 請

を 受 け た 場 合 に お い て 、 省 令 第 五 条 に 規 定 す る 軽 微 な

変 更 に 該 当 し て い る と 認 め る 場 合 は 、 軽 微 変 更 該 当 証

明 書 （ 様 式 第 一 号 の 二 ） を 交 付 す る も の と す る 。  

２  知 事 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 軽 微 変 更 該 当 証 明 の 申 請

を 受 け た 場 合 に お い て 、 省 令 第 三 条 に 規 定 す る 軽 微 な

変 更 に 該 当 し て い る と 認 め る 場 合 は 、 軽 微 変 更 該 当 証

明 書 （ 様 式 第 一 号 の 二 ） を 交 付 す る も の と す る 。  

（ 取 下 げ ）  （ 取 下 げ ）  

第 三 条 の 四  法 第 十 一 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ

る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 確 保 計 画 の 提 出 若 し く

は 省 令 第 十 三 条 の 規 定 に よ り 軽 微 な 変 更 に 該 当 し て

い る こ と を 証 す る 書 面 の 交 付 を 求 め る 申 請 を 行 っ た

者 が 、 当 該 提 出 又 は 申 請 に 係 る 処 分 が あ る ま で の 間 に

当 該 提 出 又 は 申 請 を 取 り 下 げ よ う と す る と き は 、 取 下

げ 届 （ 様 式 第 一 号 の 三 ） に よ り 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一

通 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

第 三 条 の 四  法 第 十 二 条 第 一 項 又 は 第 二 項 の 規 定 に よ  

る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 確 保 計 画 の 提 出 若 し く  

は 省 令 第 十 一 条 の 規 定 に よ り 軽 微 な 変 更 に 該 当 し て  

い る こ と を 証 す る 書 面 の 交 付 を 求 め る 申 請 を 行 っ た  

者 が 、 当 該 提 出 又 は 申 請 に 係 る 処 分 が あ る ま で の 間 に

当 該 提 出 又 は 申 請 を 取 り 下 げ よ う と す る と き は 、 取 下

げ 届 （ 様 式 第 一 号 の 三 ） に よ り 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一

通 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

（ 記 載 事 項 等 の 変 更 ）  （ 記 載 事 項 等 の 変 更 ）  

第 三 条 の 五  建 築 主 は 、 省 令 第 六 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定

に よ る 適 合 判 定 通 知 書 又 は 第 三 条 の 三 第 二 項 の 規 定

に よ る 軽 微 変 更 該 当 証 明 書 の 交 付 を 受 け た 建 築 物 の

工 事 が 完 了 す る 前 に 、 建 築 主 の 住 所 又 は 氏 名 若 し く は

名 称 等 を 変 更 し た と き は 、 記 載 事 項 等 変 更 届 （ 様 式 第

一 号 の 四 ） に よ り 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

第 三 条 の 五  建 築 主 は 、 省 令 第 四 条 第 一 項 第 一 号 の 規 定

に よ る 適 合 判 定 通 知 書 又 は 第 三 条 の 三 第 二 項 の 規 定  

に よ る 軽 微 変 更 該 当 証 明 書 の 交 付 を 受 け た 建 築 物 の  

工 事 が 完 了 す る 前 に 、 建 築 主 の 住 所 又 は 氏 名 若 し く は

名 称 等 を 変 更 し た と き は 、 記 載 事 項 等 変 更 届 （ 様 式 第

一 号 の 四 ） に よ り 知 事 に 届 け 出 な け れ ば な ら な い 。  

第 三 条 の 六  前 三 条 の 規 定 は 、 知 事 が 法 第 十 四 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 適 合 性 判 定

を 行 わ せ る こ と と し た 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性

能 判 定 機 関 に 係 る 判 定 の 業 務 に は 適 用 し な い 。  

第 三 条 の 六  前 三 条 の 規 定 は 、 知 事 が 法 第 十 五 条 第 一 項

の 規 定 に よ り 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 適 合 性 判 定  

を 行 わ せ る こ と と し た 登 録 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性  

能 判 定 機 関 に 係 る 判 定 の 業 務 に は 適 用 し な い 。  

 第 一 章 の 三  建 築 物 の 建 築 に 関 す る 届 出 等  

 （ 届 出 書 に 添 付 す る 図 書 ）  

 第 三 条 の 七  省 令 第 十 二 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 又 は 省

令 第 十 三 条 の 二 第 三 項 の 表 に 掲 げ る 付 近 見 取 図 は 、 都

市 計 画 法 第 十 一 条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が 記 載 さ れ て い

る 縮 尺 二 千 五 百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す る 。  

第 三 章  （ 略 ）  第 二 章  （ 略 ）  

（ 知 事 が 別 に 定 め る 機 関 に よ る 審 査 ）  （ 知 事 が 別 に 定 め る 機 関 に よ る 審 査 ）  

第 四 条  法 第 二 十 九 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請

又 は 法 第 三 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 変 更 の 認 定 の

申 請 を し よ う と す る 者 は 、 あ ら か じ め 、 知 事 が 別 に 定

め る 機 関 に よ り 、 申 請 に 係 る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性

能 向 上 計 画 が 法 第 三 十 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に

適 合 し て い る か ど う か の 審 査 を 受 け る こ と が で き る 。 

第 四 条  法 第 三 十 四 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請  

又 は 法 第 三 十 六 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 変 更 の 認 定 の  

申 請 を し よ う と す る 者 は 、 あ ら か じ め 、 知 事 が 別 に 定

め る 機 関 に よ り 、 申 請 に 係 る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性

能 向 上 計 画 が 法 第 三 十 五 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に

適 合 し て い る か ど う か の 審 査 を 受 け る こ と が で き る 。  

（ 知 事 が 定 め る 図 書 ）  （ 知 事 が 定 め る 図 書 ）  

第 五 条  省 令 第 二 十 条 第 一 項 又 は 省 令 第 二 十 三 条 第 二

項 第 一 号 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書 は 、 別 表 第 一 の 左

欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右 欄 に 定 め る も の と す る 。 

第 五 条  省 令 第 二 十 三 条 第 一 項 又 は 省 令 第 二 十 四 条 の 三

第 二 項 第 一 号 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書 は 、 別 表 第 一

の 三 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右 欄 に 定 め る も の

と す る 。  

２  省 令 第 二 十 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 に 掲 げ る 付 近 見 ２  省 令 第 二 十 三 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 に 掲 げ る 付 近
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取 図 は 、 都 市 計 画 法 第 十 一 条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が 記

載 さ れ て い る 縮 尺 二 千 五 百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す る 。 

見 取 図 は 、 都 市 計 画 法 第 十 一 条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が

記 載 さ れ て い る 縮 尺 二 千 五 百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す

る 。  

３  省 令 第 二 十 条 第 三 項 に 規 定 す る 知 事 が 不 要 と 認 め

る 図 書 は 、 別 表 第 二 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右

欄 に 定 め る も の と す る 。  

３  省 令 第 二 十 三 条 第 三 項 に 規 定 す る 知 事 が 不 要 と 認 め

る 図 書 は 、 別 表 第 二 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右

欄 に 定 め る も の と す る 。  

（ 工 事 を 取 り や め る 旨 の 申 出 ）  （ 工 事 を 取 り や め る 旨 の 申 出 ）  

第 七 条  認 定 建 築 主 は 、 認 定 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能

向 上 計 画 に 基 づ く 工 事 を 取 り や め よ う と す る と き は 、

工 事 を 取 り や め る 旨 の 申 出 書 （ 様 式 第 三 号 ） に 省 令 第

二 十 四 条 第 二 項 の 通 知 書 （ 法 第 三 十 一 条 第 一 項 の 認 定

を 受 け た 場 合 に あ っ て は 、 当 該 通 知 書 及 び 省 令 第 二 十

七 条 に お い て 準 用 す る 省 令 第 二 十 四 条 第 二 項 の 通 知

書 ） を 添 え て 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

第 七 条  認 定 建 築 主 は 、 認 定 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能

向 上 計 画 に 基 づ く 工 事 を 取 り や め よ う と す る と き は 、

工 事 を 取 り や め る 旨 の 申 出 書 （ 様 式 第 三 号 ） に 省 令 第

二 十 五 条 第 二 項 の 通 知 書 （ 法 第 三 十 六 条 第 一 項 の 認 定

を 受 け た 場 合 に あ っ て は 、 当 該 通 知 書 及 び 省 令 第 二 十

八 条 に お い て 準 用 す る 省 令 第 二 十 五 条 第 二 項 の 通 知

書 ） を 添 え て 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

（ 申 請 の 取 下 げ ）  （ 申 請 の 取 下 げ ）  

第 八 条  法 第 二 十 九 条 第 一 項 又 は 法 第 三 十 一 条 第 一 項

の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請 を 行 っ た 者 が 、 当 該 申 請 に 係

る 処 分 が あ る ま で の 間 に 当 該 申 請 を 取 り 下 げ よ う と

す る と き は 、 認 定 申 請 取 下 げ 届 （ 様 式 第 四 号 ） に よ り 、

正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら

な い 。  

第 八 条  法 第 三 十 四 条 第 一 項 又 は 法 第 三 十 六 条 第 一 項  

の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請 を 行 っ た 者 が 、 当 該 申 請 に 係

る 処 分 が あ る ま で の 間 に 当 該 申 請 を 取 り 下 げ よ う と す

る と き は 、 認 定 申 請 取 下 げ 届 （ 様 式 第 四 号 ） に よ り 、

正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら  

な い 。  

（ 軽 微 な 変 更 ）  （ 軽 微 な 変 更 ）  

第 九 条  認 定 建 築 主 は 、 省 令 第 二 十 五 条 に 規 定 す る 軽 微

な 変 更 を し よ う と す る と き は 、 軽 微 な 変 更 届 （ 様 式 第

五 号 ） に よ り 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

第 九 条  認 定 建 築 主 は 、 省 令 第 二 十 六 条 に 規 定 す る 軽 微

な 変 更 を し よ う と す る と き は 、 軽 微 な 変 更 届 （ 様 式 第

五 号 ） に よ り 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を 知 事 に 提 出 し

な け れ ば な ら な い 。  

（ 認 定 し な い 旨 の 通 知 ）  （ 認 定 し な い 旨 の 通 知 ）  

第 十 条  知 事 は 、 法 第 二 十 九 条 第 一 項 又 は 法 第 三 十 一 条

第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請 に 係 る 計 画 が 法 第 三

十 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 し な い と 認 め る

と き は 、 認 定 し な い 旨 の 通 知 書 （ 様 式 第 六 号 ） に よ り

申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

第 十 条  知 事 は 、 法 第 三 十 四 条 第 一 項 又 は 法 第 三 十 六 条

第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請 に 係 る 計 画 が 法 第 三  

十 五 条 第 一 項 各 号 に 掲 げ る 基 準 に 適 合 し な い と 認 め る

と き は 、 認 定 し な い 旨 の 通 知 書 （ 様 式 第 六 号 ） に よ り

申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

（ 改 善 命 令 ）  （ 改 善 命 令 ）  

第 十 一 条  知 事 は 、 法 第 三 十 三 条 の 規 定 に よ り 改 善 に 必

要 な 措 置 を と る べ き こ と を 命 ず る と き は 、 改 善 命 令 書

（ 様 式 第 七 号 ） に よ り 行 う も の と す る 。  

第 十 一 条  知 事 は 、 法 第 三 十 八 条 の 規 定 に よ り 改 善 に 必

要 な 措 置 を と る べ き こ と を 命 ず る と き は 、 改 善 命 令 書

（ 様 式 第 七 号 ） に よ り 行 う も の と す る 。  

（ 認 定 の 取 消 し ）  （ 認 定 の 取 消 し ）  

第 十 二 条  知 事 は 、 法 第 三 十 四 条 の 規 定 に よ り 認 定 建 築

物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 向 上 計 画 の 認 定 を 取 り 消 す と

き は 、 認 定 取 消 し 通 知 書 （ 様 式 第 八 号 ） に よ り 当 該 認

定 建 築 主 に 通 知 す る も の と す る 。  

第 十 二 条  知 事 は 、 法 第 三 十 九 条 の 規 定 に よ り 認 定 建 築

物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 向 上 計 画 の 認 定 を 取 り 消 す と  

き は 、 認 定 取 消 し 通 知 書 （ 様 式 第 八 号 ） に よ り 当 該 認

定 建 築 主 に 通 知 す る も の と す る 。  

 第 三 章  建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 に 係 る 認 定  

   等  

 （ 知 事 が 別 に 定 め る 機 関 に よ る 審 査 ）  

 第 十 三 条  法 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請

を し よ う と す る 者 は 、 あ ら か じ め 、 知 事 が 別 に 定 め る

機 関 に よ り 、 申 請 に 係 る 建 築 物 が 法 第 二 条 第 一 項 第 三

号 に 規 定 す る 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基 準 に 適 合 し

て い る か ど う か の 審 査 を 受 け る こ と が で き る 。  
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 （ 知 事 が 定 め る 図 書 ）  

 第 十 四 条  省 令 第 三 十 条 第 一 項 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図

書 は 、 別 表 第 三 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右 欄 に

定 め る も の と す る 。  

 ２  省 令 第 三 十 条 第 一 項 の 規 定 に よ り 提 出 し な け れ ば な

ら な い 省 令 第 一 条 第 一 項 の 表 の （ い ） 項 に 掲 げ る 付 近

見 取 図 は 、 都 市 計 画 法 第 十 一 条 に 規 定 す る 都 市 施 設 が

記 載 さ れ て い る 縮 尺 二 千 五 百 分 の 一 程 度 の 図 面 と す

る 。  

 ３  省 令 第 三 十 条 第 三 項 に 規 定 す る 知 事 が 不 要 と 認 め る

図 書 は 、 別 表 第 二 の 左 欄 の 区 分 に 応 じ 、 そ れ ぞ れ 右 欄

に 定 め る も の と す る 。  

 （ 申 請 の 取 下 げ ）  

 第 十 五 条  法 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認 定 の 申 請

を 行 っ た 者 が 、 当 該 申 請 に 係 る 処 分 が あ る ま で の 間 に

当 該 申 請 を 取 り 下 げ よ う と す る と き は 、 認 定 申 請 取 下

げ 届 （ 様 式 第 四 号 ） に よ り 、 正 本 一 通 及 び 副 本 一 通 を

知 事 に 提 出 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ 認 定 し な い 旨 の 通 知 ）  

 第 十 六 条  知 事 は 、 法 第 四 十 一 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 認

定 の 申 請 に 係 る 建 築 物 が 建 築 物 エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 基

準 に 適 合 し な い と 認 め る と き は 、 認 定 し な い 旨 の 通 知

書 （ 様 式 第 六 号 ） に よ り 申 請 者 に 通 知 す る も の と す る 。 

 （ 認 定 の 取 消 し ）  

 第 十 七 条  知 事 は 、 法 第 四 十 二 条 の 規 定 に よ り 基 準 適 合

認 定 建 築 物 の 認 定 を 取 り 消 す と き は 、 認 定 取 消 し 通 知

書 （ 様 式 第 八 号 ） に よ り 当 該 基 準 適 合 認 定 建 築 物 の 所

有 者 に 通 知 す る も の と す る 。  

 別表第 1（第 3 条の 2 関係） 

  区分 図書の種類  

  建築物エネルギー消費性能

確保計画に係る建築物に住

戸が含まれる場合であって、

当該建築物が一般社団法人

住宅性能評価・表示協会が運

用する建築物省エネルギー

性能表示制度（以下「ＢＥＬ

Ｓ」という。）に基づく評価

書の交付を受けた場合（建築

物全体が建築物エネルギー

消費性能基準に適合した評

価を受けたものに限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

 

 別表第 1 の 2（第 3 条の 2 関係） 

  区分 図書の種類  

  別表第 1 の図書の種類に掲

げるＢＥＬＳに基づく評価

書の写しを添付する場合 

省令第 1条第 1項の表の（い）

項に掲げる各種計算書（ＢＥ

ＬＳに基づく評価書で評価

を受けた住宅部分に限る。） 

 

別表第 1（第 5 条関係） 別表第 1 の 3（第 5 条関係） 
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 区分 図書の種類   区分 図書の種類  

 第 4 条の規定により審査を

受け、知事が別に定める機関

により建築物エネルギー消

費性能向上計画が法第 30 条

第 1 項各号に掲げる基準に

適合すると認められた場合 

当該機関により交付された

適合証の写し 

  第 4 条の規定により審査を

受け、知事が別に定める機関

により建築物エネルギー消

費性能向上計画が法第 35 条

第 1 項各号に掲げる基準に

適合すると認められた場合 

当該機関により交付された

適合証の写し 

 

 建築物エネルギー消費性能

向上計画に係る住宅が、住宅

品質確保法第 6条第 1項に規

定する設計住宅性能評価書

の交付を受けた場合（法第

30 条第 1 項第 1 号に基づく

基準に適合した等級の評価

を受けたものに限る。） 

設計住宅性能評価書の写し   建築物エネルギー消費性能

向上計画に係る住宅が、住宅

品質確保法第 6条第 1項に規

定する設計住宅性能評価書

の交付を受けた場合（法第

35 条第 1 項第 1 号に基づく

基準に適合した等級の評価

を受けたものに限る。） 

設計住宅性能評価書の写し  

 ＢＥＬＳに基づく評価書の

交付を受けた場合（法第 30

条第 1項第 1号に基づく基準

に適合した評価を受けたも

のに限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

  ＢＥＬＳに基づく評価書の

交付を受けた場合（法第 35

条第 1項第 1号に基づく基準

に適合した評価を受けたも

のに限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

 

 （略） （略）   （略） （略）  

 法第 30 条第 2 項（法第 31 条

第 2 項において準用する場

合を含む。）の規定による申

出をする場合であって、当該

申出に係る建築物エネルギ

ー消費性能向上計画が建築

基準法第 6条の 3第 1項に規

定する特定構造計算基準又

は特定増改築構造計算基準

に適合するかどうかの確認

審査を要するとき（同項各号

に掲げる確認審査を同項た

だし書の建築主事等が審査

をする場合を除く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

  法第 35 条第 2 項（法第 36 条

第 2 項において準用する場

合を含む。）の規定による申

出をする場合であって、当該

申出に係る建築物エネルギ

ー消費性能向上計画が建築

基準法第 6条の 3第 1項本文

の特定構造計算基準又は特

定増改築構造計算基準に適

合するかどうかの審査を要

するとき（同項ただし書の特

定構造計算基準又は特定増

改築構造計算基準に適合す

るかどうかを同項ただし書

の建築主事が審査をする場

合を除く。） 

建築基準法第 18 条の 2 第 1

項の規定により知事が構造

計算適合性判定を行わせる

こととした者が交付する適

合判定通知書の写し 

 

別表第 2（第 5 条関係） 別表第 2（第 5 条、第 14 条関係） 

 （略）   （略）  

 別表第 3（第 14 条関係） 

     区分 図書の種類  

     第 13 条の規定により審査を

受け、知事が別に定める機関

により申請に係る建築物が

建築物エネルギー消費性能

基準に適合すると認められ

た場合 

当該機関により交付された

適合証の写し 

 

     申請に係る建築物が、法第

35 条第 1 項に基づく建築物 

性能向上計画認定に係る省

令第 25 条第 2 項の通知書の 
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     エネルギー消費性能向上計

画の認定（以下この表におい

て「性能向上計画認定」とい

う。）を受けた場合 

写し及び建築基準法第 7条第

5 項、第 7 条の 2 第 5 項又は

第 18条第 18項に規定する検

査済証（以下この表において

単に「検査済証」という。）

の写し 

 

     申請に係る建築物が、都市の

低炭素化の促進に関する法

律（平成 24 年法律第 84 号）

第 54 条第 1 項に基づく認定

を受けた場合 

都市の低炭素化の促進に関

する法律施行規則（平成 24

年国土交通省令第 86 号）第

43 条第 2 項の通知書の写し

及び検査済証の写し 

 

     申請に係る建築物が、住宅品

質確保法第 6条第 3項に規定

する建設住宅性能評価書の

交付を受けた場合（建築物エ

ネルギー消費性能基準に適

合した等級の評価を受けた

ものに限る。） 

建設住宅性能評価書の写し  

     ＢＥＬＳに基づく評価書の

交付を受けた場合（建築物エ

ネルギー消費性能基準に適

合した評価を受けたものに

限る。） 

ＢＥＬＳに基づく評価書の

写し 

 

  

 

 

 

   申請に係る住宅が、住宅品質

確保法第 44 条第 3 項に規定

する登録住宅型式性能認定

等機関による住宅型式性能

認定を受けた型式に適合す

る場合 

当該登録住宅型式性能認定

等機関が交付する住宅型式

性能認定書の写し 

 

        

様 式 第 一 号 中 「第 11 条」 を「第 13 条」 に 改 め 、 「（非住宅部分に係る部分に限る。）」 を 削 り 、 「同規則第

3 条」 を「同規則第 5 条」 に 改 め る 。  

様 式 第 一 号 の 二 中 「（非住宅部分に係る部分に限る。）」 を 削 り 、 「建築物のエネルギー消費性能の向上等に

関する法律施行規則第 3 条」 を「建築物のエネルギー消費性能の向上等に関する法律施行規則第 5 条」 に 改 め る 。  

様 式 第 一 号 の 三 中 「第 12 条第 1 項」 を「第 11 条第 1 項」 に 改 め る 。  

 

様 式 第 四 号 中 「、第 15 条」 を 削 り 、 

「 第 34 条第 1 項 
「 第 29 条第 1 項 

第 31 条第 1 項 」 

 

第 36 条第 1 項  を  に 、「第 35 条第 2 項」 を  

第 41 条第 1 項 」  

「 第 30 条第 2 項 」 に 改 め る 。  

様 式 第 五 号 中 「第 26 条」 を「第 25 条」 に 改 め る 。  

「 第 35 条第 1 項 
「 第 30 条第 1 項 

 第 31 条第 1 項 」 

  

様 式 第 六 号 中 「、第 16 条」 を 削 り 、  第 36 条第 1 項  を  に 改 め る 。   

第 41 条第 2 項 」   

様 式 第 七 号 中 「第 38 条」 を「第 33 条」 に 改 め る 。  

様 式 第 八 号 中 「、第 17 条」 を 削 り 、 
「 第 35 条第 1 項 

を「第 30 条第 1 項」 に 、「認定建築物エネルギー消 
  第 41 条第 1 項 」 

費性能向上計画又は基準適合認定建築物」 を「認定建築物エネルギー消費性能向上計画」 に 、 
「 第 39 条 

を  
  第 42 条 」 

「第 34 条」 に 改 め 、 「又は基準適合認定建築物の所有者」 を 削 る 。  
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   附  則  

（ 施 行 期 日 ）  
１  こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  

（ 経 過 措 置 ）  

２  こ の 規 則 の 施 行 の 際 現 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律

施 行 細 則 （ 次 項 に お い て 「 旧 規 則 」 と い う 。 ） の 規 定 に 基 づ い て 提 出 さ れ て い る 申 請 書 等 は 、 こ の 規 則 に よ る

改 正 後 の 三 重 県 建 築 物 の エ ネ ル ギ ー 消 費 性 能 の 向 上 等 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 に 基 づ い て 提 出 さ れ た 申 請 書 等 と

み な す 。  

３  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に 旧 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙 は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て

使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

  令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之    

三 重 県 規 則 第 二 十 五 号  

   長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

 長 期 優 良 住 宅 の 普 及 の 促 進 に 関 す る 法 律 施 行 細 則 （ 平 成 二 十 一 年 三 重 県 規 則 第 五 十 二 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に

改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

 （ 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書 ）   （ 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書 ）  

第 三 条  省 令 第 二 条 第 一 項 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書

は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。  

第 三 条  省 令 第 二 条 第 一 項 の 知 事 が 必 要 と 認 め る 図 書

は 、 次 に 掲 げ る も の と す る 。  

一 ～ 八  （ 略 ）  一 ～ 八  （ 略 ）  

 九  建 築 を し よ う と す る 住 宅 が 、 建 築 基 準 法 （ 昭 和 二

十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 六 条 第 一 項 に 規 定 す る 確

認 を 受 け る 必 要 が あ る 場 合 に あ っ て は 、 確 認 済 証 の

写 し （ 法 第 十 八 条 第 一 項 の 規 定 に よ る 申 請 を す る 場

合 を 除 く 。 ）  

九  法 第 六 条 第 二 項 （ 法 第 八 条 第 二 項 に お い て 準 用 す

る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ る 申 出 を す る 場 合 で あ

っ て 当 該 申 出 に 係 る 長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 （ 法 第

五 条 第 一 項 に 規 定 す る 長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法

律 第 二 百 一 号 ） 第 六 条 の 三 第 一 項 に 規 定 す る 特 定 構

造 計 算 基 準 又 は 特 定 増 改 築 構 造 計 算 基 準 に 適 合 す

る か ど う か の 確 認 審 査 を 要 す る と き （ 同 項 各 号 に 掲

げ る 確 認 審 査 を 同 項 た だ し 書 の 建 築 主 事 等 が 審 査

を す る 場 合 を 除 く 。 ） は 、 同 法 第 十 八 条 の 二 第 一 項

の 規 定 に よ り 知 事 が 構 造 計 算 適 合 性 判 定 を 行 わ せ

る こ と と し た 者 が 交 付 す る 適 合 判 定 通 知 書 の 写 し  

十  法 第 六 条 第 二 項 （ 法 第 八 条 第 二 項 に お い て 準 用 す

る 場 合 を 含 む 。 ） の 規 定 に よ る 申 出 を す る 場 合 で あ

っ て 当 該 申 出 に 係 る 長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 （ 法 第

五 条 第 一 項 に 規 定 す る 長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 を

い う 。 以 下 同 じ 。 ） が 建 築 基 準 法 第 六 条 の 三 第 一 項

本 文 の 特 定 構 造 計 算 基 準 又 は 特 定 増 改 築 構 造 計 算

基 準 に 適 合 す る か ど う か の 審 査 を 要 す る と き （ 同 項

た だ し 書 の 特 定 構 造 計 算 基 準 又 は 特 定 増 改 築 構 造

計 算 基 準 に 適 合 す る か ど う か を 同 項 た だ し 書 の 建

築 主 事 が 審 査 を す る 場 合 を 除 く 。 ） は 、 同 法 第 十 八

条 の 二 第 一 項 の 規 定 に よ り 知 事 が 構 造 計 算 適 合 性

判 定 を 行 わ せ る こ と と し た 者 が 交 付 す る 適 合 判 定

通 知 書 の 写 し  

十  （ 略 ）  十 一  （ 略 ）  

２  （ 略 ）  ２  （ 略 ）  

（ 居 住 環 境 の 維 持 及 び 向 上 へ の 配 慮 に 関 す る 認 定 基

準 ）  

（ 居 住 環 境 の 維 持 及 び 向 上 へ の 配 慮 に 関 す る 認 定 基

準 ）  

第 五 条  法 第 六 条 第 一 項 第 三 号 に 規 定 す る 居 住 環 境 の 維

持 及 び 向 上 に 配 慮 さ れ た も の で あ る こ と の 基 準 は 、 次

に 掲 げ る も の と す る 。  

第 五 条  法 第 六 条 第 一 項 第 三 号 に 規 定 す る 居 住 環 境 の 維

持 及 び 向 上 に 配 慮 さ れ た も の で あ る こ と の 基 準 は 、 次

に 掲 げ る も の と す る 。  

 一 ～ 四  （ 略 ）   一 ～ 四  （ 略 ）  
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五  建 築 基 準 法 第 六 十 九 条 に 規 定 す る 建 築 協 定 の 区

域 の う ち 知 事 が 指 定 す る 区 域 に あ っ て は 、 当 該 申 請

に 係 る 住 宅 が 、 当 該 建 築 協 定 に 適 合 す る こ と 。  

五  建 築 基 準 法 （ 昭 和 二 十 五 年 法 律 第 二 百 一 号 ） 第 六

十 九 条 に 規 定 す る 建 築 協 定 の 区 域 の う ち 知 事 が 指

定 す る 区 域 に あ っ て は 、 当 該 申 請 に 係 る 住 宅 が 、 当

該 建 築 協 定 に 適 合 す る こ と 。  

 六  （ 略 ）   六  （ 略 ）  

   附  則  

 こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。 た だ し 、 第 五 条 の 改 正 規 定 は 、 公 布 の 日 か ら 施 行 す る 。  

 

三 重 県 会 計 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

三  重  県 知  事   一   見   勝   之  

三 重 県 規 則 第 二 十 六 号  

三 重 県 会 計 規 則 の 一 部 を 改 正 す る 規 則  

三 重 県 会 計 規 則 （ 平 成 十 八 年 三 重 県 規 則 第 六 十 九 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

（ 公 金 の 徴 収 又 は 収 納 の 委 託 ）  

第 二 十 七 条  （ 略 ）  

２  法 第 二 百 四 十 三 条 の 二 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 知 事 が

定 め る 歳 入 等 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る も の と す る 。  

一 ～ 十 五  （ 略 ）  

 十 六  そ の 他 知 事 が 特 に 必 要 と 認 め る も の  

３  （ 略 ）  

（ 公 金 の 徴 収 又 は 収 納 の 委 託 ）  
第 二 十 七 条  （ 略 ）  

２  法 第 二 百 四 十 三 条 の 二 の 五 第 一 項 に 規 定 す る 知 事 が

定 め る 歳 入 等 は 、 次 の 各 号 に 掲 げ る も の と す る 。  

一 ～ 十 五  （ 略 ）  

 

３  （ 略 ）  

第 六 号 様 式 （ そ の 一 ） か ら 第 六 号 様 式 （ そ の 十 ） ま で を 次 の よ う に 改 め る 。  
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   附  則  

１  こ の 規 則 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
２  こ の 規 則 の 施 行 の 日 前 に こ の 規 則 に よ る 改 正 前 の 三 重 県 会 計 規 則 に 規 定 す る 様 式 に よ り 作 成 さ れ て い る 用 紙

は 、 当 分 の 間 、 所 要 の 調 整 を し て 使 用 す る こ と が で き る 。  

 

 

病院事業庁管理規程 

 

三 重 県 病 院 事 業 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程 を こ こ に 公 布 し ま す 。  

令 和 七 年 三 月 二 十 八 日  

                  三 重 県 病 院 事 業 庁 長   河   合   良   之    

三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規 程 第 五 号  

三 重 県 病 院 事 業 条 例 施 行 規 程 の 一 部 を 改 正 す る 管 理 規 程  

三 重 県 病 院 事 業 条 例 施 行 規 程 （ 平 成 十 一 年 三 重 県 病 院 事 業 庁 管 理 規 程 第 十 三 号 ） の 一 部 を 次 の よ う に 改 正 す る 。  

次 の 表 の 改 正 前 欄 に 掲 げ る 規 定 を 同 表 の 改 正 後 欄 に 掲 げ る 規 定 に 傍 線 で 示 す よ う に 改 正 す る 。  

改   正   後  改   正   前  

別表第 1（第 6 条関係） 別表第 1（第 6 条関係） 

 区分 単位 金額   区分 単位 金額  

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 10 予防接種料 1 件につき    10 予防接種料 1 件につき   

  イ 予防接種法（昭和 23 年法

律第 68 号）の規定によるも

の 

     イ 予防接種法（昭和 23 年法

律第 68 号）の規定によるも

の 

   

 (ｲ)～(ｿ) （略）  （略）   (ｲ)～(ｿ) （略）  （略）  

 (ﾂ) 帯状疱疹
ほうしん

  21,000       

  ロ その他のもの      ロ その他のもの    

 (ｲ)・(ﾛ) （略）  （略）   (ｲ)・(ﾛ) （略）  （略）  

      (ﾊ) 帯状疱疹
ほうしん

  21,000  

 (ﾊ) （略）  （略）   (ﾆ) （略）  （略）  

 （略） （略） （略）   （略） （略） （略）  

 備考 （略）   備考 （略）  

附  則  

 こ の 管 理 規 程 は 、 令 和 七 年 四 月 一 日 か ら 施 行 す る 。  
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